平成２９年度


財務部
≪税務局　税政課≫

目次
　１　事務事業執行概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁

総務グループ ・・・・・・・・・・・・・  　　     １
税務企画グループ　・・・・・・・・・・・・・　  　　　３

人事グループ　・・・・・・・・・・・・・　  　　１３
システムグループ　・・・・・・・・・・・・・　  　　１５
２　別　　　　　　表　　・・・・・・・・・・・・・　　  １６
１　事　務　事　業　執　行　概　要
総務グループ
１　税務事務の指導

府税事務所長・自動車税事務所長会議等を開催し、税務運営に関する事項の指導を行った。

２　歳出予算の配当及び執行

　　府税事務所及び自動車税事務所に対する歳出予算の配当を行うとともに、予算の適正かつ効率的な執行に努めた。

３　納税表彰等

　　納税思想の高揚その他税務行政の推進に関し顕著な功績があったもの、府税の納付又は納入について優秀な成績を収めたものに対して、次のとおり表彰した。

　　　と　　　　き　　平成29年11月21日
　　　と　 こ　 ろ　　本館　正庁の間

　　　被 表 彰 者　　 優良特別徴収義務者　
　　３　社

　　　　　　　　　　　優良納税貯蓄組合連合会　　
　　２団体

　　　　　　　　　　　納税功労者　
　　１２名
      根拠法令

· 大阪府表彰規則

· 大阪府納税表彰実施要領　
４ 「債権回収・整理計画」の策定と公表

税外滞納債権の計画的、総合的処理を推進するため、「大阪府債権の回収及び整理に関する条例」に基づき債権回収・整理計画の策定、公表を行った。

・「平成２８年度 債権回収・整理計画 目標達成状況」（平成２９年８月 公表）
・「平成２９年度 債権回収・整理計画 」（平成２９年８月 公表）
・「平成２９年度 債権回収・整理計画 進捗状況」（平成３０年１月 公表）
５ 「債権回収・整理に関する研修会」の開催
　　債権管理担当者の専門的な知識の習得や意識の向上のため弁護士（当グループ債権特別回収・整理アドバイザー）及び当グループ職員による研修を実施した。

（１）基礎及び事例研修

・１２回 開催〔平成２９年４月～平成３０年３月〕
　　・受講者：約４０名／回

６  整理処理の取組支援
大阪府債権の回収及び整理に関する条例に基づき、消滅時効の期間が経過した私債権の整理処理を促進するため、債権整理を行う債権所管課を支援した。

（別表１　平成２９年度 債権回収・整理計画調　　　１６頁）
税務企画グループ
１　府税収入の見積り
　過去の実績、景気動向等の資料に基づいて府税収入を見積り､別表のとおり平成29年度の予算に計上した。
（別表２　平成29年度府税収入予算額調　　　１７頁）

２　大阪府税条例の改正

　平成30年（３月31日）大阪府条例第73号
　　ア　大阪府税条例の一部改正

（ア）不動産取得税について、地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）により、児童福祉法に基づく認可事業者が不動産を取得する場合における課税標準の特例措置で控除する割合を定めた。
〔施行期日：平成30年４月１日〕　　

（イ）狩猟税の徴収方法の見直しに伴い、所要の改正を行った。
〔施行期日：平成30年10月１日〕

（ウ）法人府民税の減免の対象となる法人に防災街区整備事業組合等を追加した。
〔施行期日：平成31年４月１日〕

（エ）平成30年度税制改正に伴う改正
　①　法人事業税
　　　　　　ガス中小事業者に係る法人事業税の課税方式を変更した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕

　②　不動産取得税
　　　　　a　住宅及び土地の取得に係る税率４％を３％とする特例措置の適用期限を３年延長した。
　　　　　b　宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置の適用期限を３年延長した。
　　　　　c　新築建売住宅等の分譲業者に係る不動産取得税の、新築家屋の取得の日に係る特例措置の適用期限を２年延長した。
　　　　　d　宅地建物取引業者が改修工事対象住宅の敷地の用に供する土地を取得し、一定の改修工事を行った上で個人に販売した場合の不動産取得税の減額申請について規定を追加した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕

　　　③　府たばこ税
　　　　　a　税率を平成30年10月１日から千本当たり70円ずつ、３段階で引き上げる規定を追加した。
　　　　　b　加熱式たばこの課税区分を新設し、平成30年10月１日から５年で段階的に重量と価格をもとに紙巻たばこに換算する課税方式に移行する規定を追加した。
〔施行期日：平成30年10月１日、平成31年10月１日、平成32年10月１日、
平成33年10月１日、平成34年10月１日〕
　　④　自動車取得税
　　　　　　先進安全技術を搭載したバス等を新車で取得する場合の課税標準の特例措置の対象を拡充した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕

　　⑤　軽油引取税
　　　　　　課税免除の特例措置について一部見直しを行った上で適用期限を３年延長した。

〔施行期日：平成30年４月１日〕

　イ　大阪府宿泊税条例の一部改正
地方税法及び地方税法施行令の改正に伴い、宿泊税を地方税法施行令に規定する間接地方税及び夜間執行の制限を受けない地方税に指定した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕

　　ウ　大阪府税条例等の一部を改正する条例の一部改正
　　　　平成30年度税制改正に伴い、平成27年度税制改正で講じた旧３級品の製造たばこに係る府たばこ税の税率の経過措置を半年延長する規定を追加した。
〔施行期日：平成30年10月１日〕

３　大阪府税規則の改正

　大阪府税規則の一部改正
（１）平成29年（５月29日）大阪府規則第84号

　　　　改修工事対象住宅の取得に対する不動産取得税の減額等の措置の適用要件の確認に用いる証明書の変更に伴い、様式の改正を行った。
〔施行期日：公布の日（平成29年５月29日）〕
（２）平成30年（２月28日）大阪府規則第８号

　　 大阪府税条例に規定する自動車税の課税免除に係る知事の承認の対象について、規定を追加した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕
（３）平成30年（３月31日）大阪府規則第73号

（ア）大阪府税条例に規定する法人府民税の減免対象となる法人を定めた。
　　　〔施行期日：平成31年４月１日〕
（1） 地方税法の改正に伴い、指定都市に係る個人府民税払込通知書等の様式を追加した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕
（ウ）地方税法の改正に伴い、耐震基準不適合既存住宅の用に供する土地の取得等に係る不動産取得税の減額措置が設けられたこと等により、不動産取得税の減額申告書等の様式を追加した。
〔施行期日：平成30年４月１日〕
（エ）地方税法の改正に伴い、特例適用住宅の用に供する土地の取得等に係る不動産取得税の特例措置の適用期限が２年延長されることにより、不動産取得税の減額申告書等の様式を改めた。
〔施行期日：平成30年４月１日〕
４　地方消費税徴収取扱費の交付

　　国に法定委任している地方消費税の徴収に対する徴収取扱費として、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	国税庁
	1,141,152,520 円

	大阪税関
	  604,207,206 円

	計
	1,745,359,726 円


根拠法令

○　地方税法第72条の113及び同施行令第35条の17

○　地方税法附則第９条の14及び同施行令附則第６条の11
５　府内市町村への交付金の交付

(1)　利子割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	934,168,000　円

	堺市
	288,171,000　円

	その他の市町村
	1,905,455,000　円

	計
	3,127,794,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の26
(2)　配当割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,654,841,000　円

	堺市
	817,437,000　円

	その他の市町村
	5,403,402,000　円

	計
	8,875,680,000　円


根拠法令 

○　地方税法第71条の47
(3)　株式等譲渡所得割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,697,942,000　円

	堺市
	828,193,000　円

	その他の市町村
	5,471,569,000　円

	計
	8,997,704,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の67
(4)　地方消費税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	60,460,501,000　円

	堺市
	14,731,041,000　円

	その他の市町村
	92,191,315,000　円

	計
	167,382,857,000　円


根拠法令

○　地方税法第72条の115
(5)　ゴルフ場利用税交付金

　ゴルフ場所在の市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	堺市
	132,039,558　円

	その他の市町村
	869,261,078  円

	計
	1,001,300,636　円


根拠法令

○　地方税法第103条
(6)　自動車取得税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	3,079,221,126  円

	堺市
	995,298,393　円

	その他の市町村
	4,430,276,000　円

	計
	8,504,795,519  円


根拠法令

○　地方税法第143条

(7)　軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	11,778,443,927　円

	堺市
	6,250,654,358　円

	計
	18,029,098,285　円


根拠法令

　○　地方税法第144条の60
　(8)　分離課税所得割交付金
　　　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	385,144,000　円

	堺市
	102,359,000　円

	計
	487,503,000　円


　　　根拠法令
　　　○　地方税法附則第７条の４
(9)　旧法による自動車取得税交付金

府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	8,000　円

	計
	8,000　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第５条の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第699条の32

(10)　旧法による軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	5,718,942　円

	堺市
	3,034,962　円

	計
	8,753,904　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第６条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第700条の49
  (11)　府民税所得割臨時交付金
　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	46,801,545,000　円

	堺市
	13,979,772,000　円

	計
	60,781,317,000　円


根拠法令　

○　地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成29年法律第２号）附則第５条第７項
６　地方消費税の調定

　　国税資金支払命令官（財務省大臣官房会計課長）から地方消費税の払込について通知を
受け、調定を行った。

（別表３　平成29年度 地方消費税払込額（決定額）調　　　１９頁）

７　譲与税の調定

　　 総務大臣から下記の譲与税についての通知を受け､調定を行った。

（別表４　平成29年度 地方法人特別譲与税譲与税額調　　　１９頁）
（別表５　平成29年度 地方揮発油譲与税譲与税額調　　　２０頁）

（別表６　平成29年度 石油ガス譲与税譲与税額調  　　２０頁）

（別表７　平成29年度 地方道路譲与税譲与税額調　　　２１頁）

（別表８　平成29年度 航空機燃料譲与税譲与税額調  　　２１頁）

８　市町村たばこ税府交付金の調定

　　　法律で定める基準を超えるたばこ税収のある市町村から、市町村たばこ税府交付金の交付を受け、調定を行った。

	交付元
	交付額

	泉佐野市
	434,432,000　円

	摂津市
	199,355,000　円

	田尻町
	315,754,000　円

	太子町
	43,993,000　円

	計
	993,534,000　円


根拠法令

○　地方税法第485条の13

９　税務訴訟

　　平成29年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況は、別表のとおりである。
　　（別表９　平成29年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況調　　２２頁）
　　　根拠法令

○　行政事件訴訟法

○　民事訴訟法

○　地方税法第19条の11から第19条の14まで

１０　不服申立ての処理

　　平成29年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況は、別表のとおりである。
　　（別表１０　平成29年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況調　　２３頁）
　　　根拠法令

○　行政不服審査法

○　地方税法第19条から第19条の10まで

１１　税務重点目標等の策定

　　平成29年度における「税務重点目標」と個別取組計画等として、「税収確保推進計画」、「人材育成計画」及び「広報実施計画」を定め、所期の目的を達成するよう税務局内及び府税事務所等に対して周知した。
１２　税務広報

府民の府税に対する理解を深め、納税意識を高めていくため、府税のホームページ「府税あらかると」等を通じて、府税に関する知識の普及や申告・納税の呼びかけ等の各種税務広報を実施した。

また、11月には税を考える週間に合わせて、大阪府租税教育推進連絡協議会や大阪市と合同で府税等に関する啓発イベントを実施した。

	実施日
	実施場所
	実施内容
（税務広報）
	連携機関

	平成29年
11月５日
	イオン南千里店
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・府税のＰＲ動画「シャンプーハット 税金について考える」の放映　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会

	平成29年
11月11日
	イオン高槻店
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・府税のＰＲ動画「シャンプーハット 税金について考える」の放映　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会

	平成29年
11月12日
	もりのみやキューズモールBASE
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・府税のＰＲ動画「シャンプーハット 税金について考える」の放映　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・大阪市財政局税務部


人事グループ
１　配　置　換

　　税務職員の異動を次のとおり実施した｡

　　　人事異動　　　平成29年４月１日外　　407名
　　　（別表１１　平成29年度税務職員配置換状況調　 　　２４頁）

２　昇　　　任

	職階
	部長級
	次長級
	課長級
	課長補佐級
	主査級

	税内昇任
	　０人
	０人
	３人
	８人
	２１人

	転出昇任
	０人
	０人
	１人
	０人
	　７人

	転入昇任
	１人
	１人
	０人
	４人
	０人


３　退　　　職

　　平成29年度税務職員退職状況
	年　　　　月
	人　　　　数

	29年　８月
	１人

	29年　12月
	３人

	30年　２月
	１人

	30年　３月
	2人

	特退及び定退

（30年３月）
	23人

	計
	30人


４　税務職員職名別配置状況調

　　平成30年３月31日現在の税務職員の配置状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１２　税務職員職名別配置状況調　　　２５頁）

５　優秀税務職員等表彰

　　通常の職務の範囲を超えて職務を遂行し顕著な業績等を上げた税務職員等に対し、次のとおり優秀税務職員等表彰を実施した｡

　
	区分
	定期表彰
	随時表彰

	表　彰　日
	平成29年12月7日
	平成30年３月13日

	受賞者数

（個人）
	0名
	１名

	受賞者数

（団体）
	４団体（１８名）
	２団体（２１名）


６　税務職員の研修

　　税務職員の資質の向上を図るため、職員研修を実施した｡

　　実施状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１３　平成29年度税務職員研修実施状況調　　　２６頁）

システムグループ
１　税務情報システムの開発及び運用
Web系システムである税務情報システムの運用を平成２７年９月２４日から開始し、税務事務を効率的に運営している。

平成２９年度は、以下の項目について、プログラムの開発及び修正等を行った。

　・自動車税登録番号英字化に伴う修正
　・総務省報告の様式変更に伴う修正
　・地方税法の一部改正に伴う修正

２　プログラム本数（平成30年3月末時点）
	サブシステム名
	プログラム本数

	運用
	763

	共通あて名
	389

	府民税三割
	97

	法人二税
	650

	個人事業税
	386

	不動産取得税
	384

	府たばこ税
	9

	ゴルフ場利用税
	9

	軽油引取税
	196

	自動車税
	627

	管理収納
	858

	納税
	983

	宿泊税
	96

	自動車取得税
	66

	合計
	5,513


２　　別　　　　　　表
事務事業実績









